
株式会社ライフ 

 
貸 借 対 照 表 
（平成１９年３月３１日現在） 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 負 債 の 部 ） 
流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
信 用 保 証 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年以内返済予定の長期借入金 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
預 り 金 
割 賦 利 益 繰 延 
賞 与 引 当 金 
ポ イ ン ト 引 当 金 
事 業 構 造 改 革 引 当 金 

 
 
固 定 負 債  
社 債 
長 期 借 入 金 
長 期 未 払 金 
預 り 保 証 金 
繰 延 税 金 負 債 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
利 息 返 還 損 失 引 当 金 

 
 

(２９７，１６２) 
５，９９０ 
１８，６００ 
８３，０１３ 
７４，９７０ 
６４，９９１ 
５，０８９ 
９５１ 
５，０７１ 
２３，６３７ 
８，４５３ 
１，０５８ 
４４８ 
４，８８７ 

 
 
 (２４１，５１２) 
１０，０００ 
２０２，９１１ 

１４ 
１，９１８ 
９９ 
６８ 

２６，５００ 
 

負 債 合 計 ５３８，６７４ 

（純資産の部） 
株 主 資 本 
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
利 益 剰 余 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
その他有価証券評価差額金  

( ８７，８４６) 
７０，０００ 
２６２ 
２６２ 

( １７，５８３) 
１７，５８３ 
６０，８００ 
△４３，２１６ 

(１４５) 
１４５ 

 
 

（ 資 産 の 部 ） 
流 動 資 産  
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
割 賦 売 掛 金 
営 業 貸 付 金 
信 用 保 証 割 賦 売 掛 金 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 収 益 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
器 具 及 び 備 品 他 
土 地 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
長 期 前 払 費 用 
敷 金 及 び 保 証 金 
そ の 他 

 
 

 (６０５，６４４) 
４６，０１９ 

４３ 
１８３，７９４ 
３２３，６８６ 
８３，０１３ 
２，０８８ 
８，７２９ 
９，３７７ 
△５１，１０７ 

 
 

( ２１，０２１) 
(  ６，９０１) 
２，８９２ 
７３７ 

３，２７１ 
 (  ９，２９１) 
９，１９４ 
９７ 

(  ４，８２８) 
１，５０９ 
１１７ 

１，１６７ 
１，７７７ 
２５６ 

 
 

純 資 産 合 計 ８７，９９２ 

資 産 合 計 ６２６，６６６ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ６２６，６６６ 
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株式会社ライフ 

 
損 益 計 算 書 

(
平成１８年４月  １日から
平成１９年３月３１日まで) 

 （単位：百万円） 

科 目 金 額 

営 業 収 益 
総 合 あ っ せ ん 収 益 
個 品 あ っ せ ん 収 益 
信 用 保 証 収 益 
融 資 収 益 
そ の 他 の 営 業 収 益 
金 融 収 益  

 
１２，７５４ 
１２，９６５ 
４，１３４ 
９０，１８７ 
７，３１９ 
６４ 

営 業 収 益 合 計 
営 業 費 用 
販売費及び一般管理費 
金 融 費 用 
支 払 利 息 
社 債 利 息 
そ の 他 

 
 
 
 

６，２９４ 
１４４ 
７０９ 

１２７，４２５ 
 

１３９，３５８ 
 
 
 

７，１４７ 

営 業 費 用 合 計  １４６，５０５ 
営 業 損 失 

営 業 外 収 益 
営 業 外 費 用 

 １９，０７９ 
１３５ 
１３ 

経 常 損 失 
特 別 利 益 
固 定 資 産 売 却 益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
そ の 他 

 
 

２２９ 
３４５ 
７４ 

１８，９５７ 
 
 
 

６４９ 
特 別 損 失 
利息返還損失引当金繰入額  
固定資産売却・除却損 
減 損 損 失 
事 業 構 造 改 革 損 失 
そ の 他 

 
３，０７３ 
２２２ 
２４０ 
５，４６５ 
６１１ 

 
 
 
 
 

９，６１３ 

税 引 前 当 期 純 損 失 
法人税、住民税及び事業税  
法 人 税 等 調 整 額 

 
４，９１８ 
１０，４７３ 

２７，９２１ 
 

１５，３９２ 

当 期 純 損 失  
４３，３１３ 
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株式会社ライフ 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入 

 法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

 

② 時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、一部の事業用資産については定額法を採 

 用しております。 

 また、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい 

 ては定額法を採用しております。 

 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期 

 間（５年）に基づく定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 割賦売掛金等の債権の貸倒れに備えるため、一般営業債権については、 

  貸倒実績率を勘案し、必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特定の債 

  権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお 

  ります。 

 

(2) 賞与引当金 従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

(3) ポイント引当金 カード利用促進を目的とするポイント制度に基づき、カード会員に付与 

  したポイント利用に備えるため、当事業年度末における将来利用見込額 

  を計上しております。 

 

(4) 事業構造改革引当金 事業構造改革の実施に伴う損失に備えるため、当事業年度末において発 

  生が見込まれる額を計上しております。 

 

(5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づ 

  く期末要支給額を計上しております。 
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株式会社ライフ 
(6) 利息返還損失引当金 将来の利息返還金の発生に備えるため、過去の返還実績を踏まえ、かつ、最近の返 

 還状況を考慮する等により、返還額を合理的に見積り計上しております。 
 （追加情報） 

従来、日本公認会計士協会リサーチ・センター審理情報[No.２４]「「貸金業の規
制等に関する法律」のみなし弁済規定の適用に係る最高裁判決を踏まえた消費者金

融会社等における監査上の留意事項について(平成１８年３月１５日 日本公認会
計士協会)」に従い「利息返還損失引当金」を計上しておりましたが、平成１８年
１０月１３日に日本公認会計士協会より公表された、業種別委員会報告第３７号

「消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査

上の取扱い」に従い利息返還損失引当金の見積方法を変更しております。 
この変更に伴い、当事業年度の期首時点における変更後の見積方法による引当金

計上額と、前事業年度の見積方法による引当金計上額との差額につきましては、利

息返還損失引当金繰入額３，０７３百万円（特別損失）として処理しております。

なお、見積方法を変更したことにより、従来の方法によった場合と比較し、当事業

年度の引当金繰入額は１２，２９４百万円増加しており、経常損失は９，２２１百

万円、税引前当期純損失は１２，２９４百万円それぞれ多く計上されております。 
 

４．収益の計上基準 期日到来基準に基づき、次の方法によっております。 

部 門 計 上 方 法 

総 合 あ っ せ ん ７・８分法及び残債方式 

個 品 あ っ せ ん ７・８分法 

信 用 保 証 主として残債方式 

融 資 主として残債方式 

 （注）計上方法の内容は次の通りであります。 

 ７・８分法 手数料総額を分割回数の積数で按分し、各返済期日の到来の 

  つど積数按分額を収益計上する方法。 

 残債方式 元本残高に対して一定率の料率で手数料を算出し、各返済期 

  日の到来のつど手数料算出額を収益に計上する方法。 

 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 
  
６．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

  ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は、投資その他の資産の「長 

  期前払費用」に計上し、５年間で均等償却を行っております。 

 

７．当事業年度より会社法が施行されたことに伴い、計算書類及び附属明細書は同法及び会社計算規則に基づいて作成してお 
ります。 

 
８．重要な会計方針の変更 
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成１７年１２月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を

適用しております。 
従来の資本の部の合計に相当する金額は８７，９９２百万円であります。 
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株式会社ライフ 
２．貸借対照表に関する注記 
 

１．部門別割賦売掛金残高 

 部 門 別  期 末 残 高

   百万円

 総 合 あ っ せ ん  ９４，５４１

 個 品 あ っ せ ん  ８０，３７６

 そ の 他  ８，８７６

 計  １８３，７９４

 

２．債権を流動化した残高 

 部 門 別  期 末 残 高

   百万円

 総 合 あ っ せ ん  ２２，６８１

 個 品 あ っ せ ん  ３２，１３５

 営 業 貸 付 金  ７２，５７３

 計  １２７，３９０

 

３．部門別割賦利益繰延残高 

 部 門 別  期 末 残 高  （うち加盟店手数料）

   百万円 百万円

 総 合 あ っ せ ん  １，０８７  (   １６０)

 個 品 あ っ せ ん  ７，１８１  (   ７５０)

 信 用 保 証  １８１  (     －)

 融 資  ３  (     －)

 計  ８，４５３  (   ９１１)

 

４．担保に供している資産及び担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

 割 賦 売 掛 金 ３９，９８３百万円 

 営 業 貸 付 金 １０８，８７１百万円 

 上記以外に、１年以内返済予定の長期借入金４６８百万円及び長期借入金 

 １，４１５百万円の合計１，８８３百万円について、借入先から要求があ 

 れば営業債権を担保として提供する契約を結んでおります。 

 

 (2) 担保に係る債務 

 短 期 借 入 金 ６０，３６０百万円 

 １年以内返済予定の長期借入金 ３３，７３２百万円 

 長 期 借 入 金 ４５，１３１百万円 

 

５．有形固定資産の減価償却累計額  １１，４２９百万円 

 

６．保証債務 

 関係会社であります「すみしんライフカード株式会社」について、クレジッ 

 トカード決済業務等に係る債務保証を行っております。 

 債務保証残高 ５６百万円 

 

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

 短 期 金 銭 債 権 ５８３百万円 

 長 期 金 銭 債 権 ２２４百万円 

 短 期 金 銭 債 務 ４３１百万円 

 長 期 金 銭 債 務 ９０，０００百万円 

 

 5



株式会社ライフ 
３．損益計算書に関する注記 
 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

 営 業 収 益 ２６２百万円 

 営 業 費 用 １，６５１百万円 

  

 営業取引以外の取引による取引高 １０百万円 

 
 
４．税効果会計に関する注記  
 

繰延税金資産関係 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 

  (単位：百万円) 

 繰延税金資産（流動） 

 貸倒償却 ８，６９５ 

 貸倒引当金 ３，４１９ 

 事業構造改革引当金 １，９８３ 

 その他    １，６７１ 

 繰延税金資産小計 １５，７７０ 

 評価性引当額  △１３，６８１ 

 繰延税金資産合計 ２，０８８ 

 

 繰延税金資産（固定） 

 ソフトウェア償却 ７３７ 

 投資有価証券評価損 ４０５ 

 利息返還損失引当金 １０，７５９ 

 その他    １，３７３ 

 繰延税金資産小計 １３，２７４ 

 評価性引当額  △１３，２７４ 

 繰延税金資産合計 － 

 

 繰延税金負債（固定） 

 その他有価証券評価差額金 ９９ 

 

 

５．リースにより使用する固定資産に関する注記  
 

リース契約により使用する重要な固定資産 

 営業用車両、事務用機器一式を所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用 

 しております。 
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株式会社ライフ 
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６．関連当事者との取引に関する注記 
 

関係内容 

属 性 会社名 
議決権の所 

有の割合 (%) 
役員の

兼任等

事業上 

の関係 

取引内容 
取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高

（百万円）

親会社 
アイフル 

株式会社 

(被所有) 

直接 95.9 
兼任５名

ＡＴＭ利用

提携 

ローン業務

提携 

資金

取引

資金の借入 

資金の返済 

利息の支払 

85,000 

65,000 

1,048 

長 期 

借入金 
90,000

（注）アイフル株式会社からの資金の借入については無担保であり、金利は市場金利等を勘案して合理的に決定しております。 

 

 

 

７．１株当たり情報に関する注記  
 

１．1株当たり純資産額 ６２，８４８円３９銭 

 

２．1株当たり当期純損失 ３０，９３７円０６銭 

 

貸借対照表、損益計算書の百万円未満の端数は、切り捨てて表示しております。 

 

 


